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徳
島
大
学
は
本
学
を
支
え
て
く
だ

さ
る
国
民
の
皆
様
方
に
透
明
性
の
あ

る
財
務
情
報
を
提
供
し
、
大
学
の
財

政
状
態
及
び
運
営
状
況
に
つ
い
て
明

ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
ご
理
解
を

い
た
だ
く
こ
と
が
重
要
な
責
務
の
一

つ
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

こ
の
財
務
レ
ポ
ー
ト
は
、
徳
島
大

学
の
現
在
の
財
務
状
況
を
で
き
る
だ

け
分
か
り
や
す
く
お
伝
え
す
る
た
め
、

令
和
元
事
業
年
度
財
務
諸
表
を
も
と

に
作
成
い
た
し
ま
し
た
。

　

平
成
16
年
4
月
、
徳
島
大
学
は
他

の
国
立
大
学
と
同
様
に
法
人
化
し
、

国
か
ら
独
立
し
た
経
営
体
と
し
て
の

運
営
を
行
う
こ
と
と
な
り
、
令
和
元

事
業
年
度
で
法
人
化
後
16
年
が
経
過

し
ま
し
た
。

　

令
和
元
事
業
年
度
の
財
務
状
況

で
す
が
、
経
常
費
用
（
一
年
間
大
学

を
運
営
す
る
た
め
の
費
用
）
に
つ
い
て

は
、
診
療
経
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、

平
成
30
事
業
年
度
と
比
較
し
て
12・

7
億
円
増
加
し
て
お
り
ま
す
。
経
常

収
益
（
大
学
の
運
営
に
伴
う
収
益
）
に

つ
い
て
は
、
附
属
病
院
収
益
の
増
加

な
ど
に
よ
り
、
平
成
30
事
業
年
度
と

比
較
し
て
13
・1
億
円
増
加
し
て
お

り
ま
す
。

　

大
学
運
営
に
係
る
財
政
基
盤
の
多

く
は
、
国
か
ら
の
補
助
で
支
え
ら
れ

て
お
り
ま
す
が
、
こ
の
補
助
金
の

大
部
分
を
占
め
る
運
営
費
交
付
金

は
、
法
人
化
翌
年
の
平
成
17
年
度
か

ら
基
幹
と
な
る
部
分
に
効
率
化
や
機

能
強
化
促
進
の
た
め
に
一
定
の
係
数

（
1
％
以
上
）
が
掛
け
ら
れ
、
毎
年

約
1
億
円
ず
つ
（
令
和
2
年
度
ま
で
の

累
計
額
約
17
億
円
）
減
額
さ
れ
て
お
り

ま
す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
徳
島
大
学

の
基
盤
的
な
財
政
は
年
々
圧
迫
さ
れ

て
お
り
、
こ
の
状
況
に
対
応
す
る
た

め
、
大
学
改
革
等
に
お
け
る
予
算
等

の
獲
得
及
び
自
己
収
入
の
増
加
に
取

り
組
ん
で
お
り
ま
す
が
、
少
な
く
と

も
令
和
3
年
度
ま
で
こ
の
減
額
が
予

定
さ
れ
て
い
る
中
、
安
定
し
た
経
営

を
行
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
更
な
る

経
費
の
節
減
を
図
る
と
と
も
に
、
積

極
的
な
外
部
資
金
の
獲
得
に
努
め
て

い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

　

な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
よ
る
令
和
元
事
業
年
度
財
務

諸
表
へ
の
影
響
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。

 国立大学法人 徳島大学

財務
レポート

Tokushima University 
Financial Report

貸借対照表の概要 貸借対照表は、決算日（令和２年３月３１日）における徳島大学の全ての資産、負債及び純資産を記
載することによりその財政状態を明らかにすることを目的としています。

資産の部
土地
建物
建物附属設備
構築物
工具器具及び備品等
図書
投資有価証券
現金及び預金
未収附属病院収入
有価証券
その他

資産の部合計

負債の部
資産見返負債
借入金
未払金
運営費交付金債務
寄附金債務 
その他
　負債の部合計

純資産の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
　純資産の部合計

負債及び純資産合計

446.1
241.0
79.0
20.5
72.0
26.8
28.4
87.2
49.8
40.0
14.9

1,105.7

448.1
247.4
86.6
21.7
80.1
26.6
23.4

108.0
48.6
15.0
9.9

1,115.6

100.1
190.9
79.0
5.1

72.9
18.4

466.3

97.0
205.5

81.3
8.4

67.2
16.7

476.1

467.3
69.0

103.2
639.3

1,105.7

467.3
76.0
96.4

639.5

1,115.6

2.0
6.4
7.6
1.2
8.1
0.1
5.0

20.9
1.1

25.0
5.0

10.0

3.1
14.5
2.3
3.3
5.6
1.7
9.8

0.0
7.0
6.8
0.2

10.0

元年度30年度 元年度30年度

元年度30年度

増減 増減

増減

（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。 

【資産の概要】
・土地が全体の約4割を占めています。
  なお土地の減は、国際交流会館の市場価格下落に伴う資産価値の減によるものです。
・建物、建物附属設備の減は、知能情報南棟改修工事等を実施しましたが、減価償却費が
  これを上回ったことによるものです。
・工具器具及び備品等の減は、病院医療設備の高精度外部放射線治療システム等を
  整備しましたが、減価償却費がこれを上回ったことによるものです。
・投資有価証券の増は、電力債購入によるものです。
・現金及び預金の減は、有価証券への移替えによるものです。
・有価証券の増は、投資有価証券からの移替え等によるものです。

【負債の概要】
・借入金が全体の約4割を占めています。
・資産見返負債の増は、教育・研究用設備等の購入によるものです。
・借入金の減は、病院の設備に係る借入金の返済を行ったことによるものです。
・未払金の減は、契約期間の満了等により医療機器等のリース債務が減少した
  ことによるものです。
・運営費交付金債務の減は、業務達成基準の対象事業を実施したことによるものです。
・寄附金債務の増は、当期受入額の増加によるものです。

資産構成（令和元年度）

資産合計
1,105.7億円

土地
40%

建物
22%

現金及び
預金 8%

建物附属
設備 7%

構築物 2%

工具器具及び
備品等 7%

図書 2%

投資有価証券 3%

有価証券 3%

その他 1%

運営費交付金債務 
1%

未収
附属病院収入
5%

負債構成（令和元年度）

負債合計
466.3億円

資産見返
負債21%

大学改革支援・学位授与
機構債務負担金8%

未払金 17%

寄附金債務
16%

その他 4%

長期借入金
33%

借入金 41%

損益計算書の概要
経常費用
業務費
　教育経費
　研究経費
　診療経費
　教育研究支援経費
　受託研究等経費
　人件費
一般管理費
財務費用
　経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究等収益
施設費収益
補助金等収益
寄附金収益
資産見返負債戻入
雑益
　経常収益合計

臨時損失
固定資産除却損
減損損失
　臨時損失合計

当期総利益
　当期総利益

458.5
17.8
26.9

173.6
2.3

16.9
220.9
13.3
1.4

473.3

447.0
17.6
24.9

163.1
2.4

20.3
218.8
11.7
1.8

460.5

123.9
41.9

256.7
16.7
1.7
7.8

14.3
11.2
6.0

480.3

120.7
43.4

242.0
20.2
0.7
7.5

13.6
12.7
6.4

467.2

0.2
0.0
0.2

1.2
0.1
1.3

6.95.4

11.4
0.2
2.0

10.6
0.1
3.4
2.1
1.6
0.4

12.7

3.1
1.5

14.7
3.5
1.0
0.3
0.7
1.4
0.4

13.1

1.0
0.1
1.1

1.5

元年度30年度 元年度30年度

元年度30年度 元年度30年度

増減 増減

増減 増減

（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計及び増減は一致しません。

【経常費用の概要】
・経常費用は、人件費が全体の約5割を占めています。
・教育経費、研究経費の増は、消耗品費、備品費等の増加によるものです。
・診療経費の増は、附属病院収益の増加に伴う、医薬品及び診療材料等の増加に 

 よるものです。
・受託研究等経費の減は、消耗品費等の減少によるものです。
・人件費の増は、退職手当の増加によるものです。

【経常収益の概要】
・経常収益は、運営費交付金収益と附属病院収益で全体の約8割を占めています。
・運営費交付金収益の増は、退職手当等の増加によるものです。
・学生納付金収益の減は、在籍者の減少及び入学料免除申請者の増加等による
  ものです。
・附属病院収益の増は、外来及び入院延患者数の増加等によるものです。
・受託研究等収益の減は、複数年計画の大型研究の終了によるものです。

損益計算書は、事業年度内に徳島大学が実施した事業等により発生した全ての費用と収益を記載
することによりその運営状況を明らかにしています。

経常費用構成（令和元年度）

経常費用合計
473.3億円

受託研究等経費3%

教育、研究、
支援経費
10%

診療経費
37%病院

人件費
23%

病院以外
人件費
24%

人件費
47%

財務費用 0.2%

一般管理費
2.8%

経常収益構成（令和元年度）

経常収益合計
480.3億円

学生納付金
収益9%

運営費
交付金収益
26%

その他
6%

附属病院収益
53%

受託研究等
収益 3%

寄附金収益 3%
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強
し
た
あ
と
、
日
本
留
学
試
験
を
受
け

て
、
建
築
だ
け
で
は
な
く
土
木
も
勉
強

で
き
る
徳
島
大
学
の
理
工
学
部
に
入
学

し
ま
し
た
。
初
め
て
徳
島
に
来
た
と
き
、

東
京
と
違
い
、
穏
や
か
で
生
活
し
や
す

い
街
で
あ
る
こ
と
に
魅
力
を
感
じ
ま
し

た
。

　

大
学
一
年
の
と
き
か
ら
学
科
の
建
築

サ
ー
ク
ル
に
所
属
し
て
お
り
、
コ
ン
ペ

テ
ィ
シ
ョ
ン
な
ど
の
イ
ベ
ン
ト
に
参
加

し
て
、
や
り
が
い
や
達
成
感
を
感
じ
て

い
ま
す
。
ダ
ン
ス
部
に
入
部
し
た
と

き
、
最
初
は
周
り
の
メ
ン
バ
ー
と
う
ま

く
話
が
で
き
ず
、
チ
ー
ム
に
馴
染
め
ま

せ
ん
で
し
た
。
合
宿
な
ど
の
活
動
に
参

加
し
て
メ
ン
バ
ー
と
の
距
離
を
縮
め
て

い
く
こ
と
で
、
ダ
ン
ス
や
曲
作
り
で
意

見
が
採
用
さ
れ
、
チ
ー
ム
の
一
員
と
し

て
活
躍
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ

ナ
ル
オ
フ
ィ
ス
の
イ
ベ
ン
ト
に
も
参
加

し
、
様
々
な
国
か
ら
来
た
留
学
生
と
日

本
文
化
を
体
験
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。
新
し
い
こ
と
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る

こ
と
で
、
大
学
生
活
の
楽
し
さ
を
満
喫

し
て
い
ま
す
。

　

大
学
に
入
る
前
は
建
築
分
野
に
興
味

が
あ
り
ま
し
た
が
、
徳
島
大
学
で
の
授

業
や
日
本
で
の
生
活
を
通
し
て
、
中
国

に
お
け
る
環
境
問
題
に
関
心
が
向
く
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。
そ
れ
で
、
生
態
系

管
理
研
究
室
に
入
る
こ
と
に
し
、
卒
業

論
文
で
は
地
元
で
あ
る
成
都
市
の
都
市

化
及
び
土
地
利
用
の
変
化
と
気
象
変
化

の
関
係
に
つ
い
て
研
究
し
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
G
I
S
と
い
う
地
理

情
報
シ
ス
テ
ム
を
使
っ
た
植
生
・
土
地

利
用
の
変
化
の
解
析
と
把
握
を
行
っ
て

い
ま
す
。
そ
し
て
、
成
都
市
と
環
境
先

進
国
と
い
わ
れ
る
日
本
の
都
市
と
を
比

較
し
、
現
状
及
び
将
来
の
発
展
に
つ
い

て
検
討
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま

す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
で
日

本
で
も
緊
急
事
態
宣
言
が
出
さ
れ
た
と

き
、
ア
ル
バ
イ
ト
先
の
飲
食
店
が
休
業

に
な
り
、
収
入
が
減
っ
て
し
ま
い
ま
し

た
。
中
国
に
帰
る
こ
と
も
で
き
な
く
な

り
、
学
業
も
忙
し
く
、
家
族
に
も
会
え

な
く
て
寂
し
い
気
持
ち
に
な
る
と
き
も

あ
り
ま
し
た
。
そ
ん
な
と
き
、
大
学
の

友
人
と
話
し
た
り
遊
ん
だ
り
し
て
元
気

を
も
ら
い
、
周
り
の
人
た
ち
の
存
在
の

大
切
さ
を
学
び
ま
し
た
。
ま
た
、
徳
島

大
学
か
ら
奨
学
金
を
い
た
だ
き
生
活
を

維
持
す
る
こ
と
が
で
き
、
感
謝
し
て
い

ま
す
。

　

卒
業
後
は
、
日
本
の
職
場
で
経
験
を

積
み
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、

将
来
は
徳
島
大
学
で
の
留
学
経
験
を
活

か
し
、
さ
ら
に
資
格
を
取
っ
て
、
自
分

を
も
っ
と
成
長
さ
せ
て
、
社
会
に
貢
献

し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

中
国
の
四
川
省
出
身
の
陳
曦
と
申
し

ま
す
。
子
ど
も
の
頃
か
ら
ア
ニ
メ
な
ど

日
本
の
文
化
が
好
き
で
、
日
本
の
学
生

生
活
を
体
験
し
た
い
と
い
う
思
い
も
あ

り
、
留
学
を
決
め
ま
し
た
。

　

2
0
1
5
年
6
月
に
高
校
を
卒
業

し
、
そ
の
後
10
月
に
日
本
へ
来
ま
し
た
。

東
京
の
日
本
語
学
校
で
1
年
3
ヶ
月
勉

旅行in東京ディズニーランド

1年生の時の所属コースの女子会（筆者：左端）

研究室のみなさんと一緒に（筆者：右から2人目）

徳島大学での
自分を知る日々

My Life in Tokushima

理工学部 理工学科 4年　

陳 曦 （ちん ぎ）［中国］

　

令
和
元
事
業
年
度
は
第
3
期
中
期
目

標
・
中
期
計
画
（
平
成
28
事
業
年
度
〜
令

和
3
事
業
年
度
）
の
4
年
目
に
あ
た
り
ま

す
。
本
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、
自

己
収
入
の
確
保
、
予
算
の
効
率
的
執

行
に
努
め
た
結
果
、
経
常
収
益
が
13
・

1
億
円
増
加
し
、
そ
れ
に
伴
い
当
期
総

利
益
が
1
・
5
億
円
増
加
す
る
等
、
良

好
な
財
務
状
態
を
維
持
す
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
徳
島
大
学
の
財
政
基
盤
を

支
え
る
国
か
ら
の
運
営
費
交
付
金
に
つ

い
て
は
、
毎
年
減
額
さ
れ
て
い
る
状
況

で
あ
り
、
本
学
を
取
り
巻
く
環
境
は
一

層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
な
状
況
の
も
と
で
安
定
し
た
経
営
を

行
う
た
め
に
は
、
更
な
る
経
費
の
節
減
、

自
己
収
入
の
増
加
、
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン

デ
ィ
ン
グ
を
活
用
し
た
研
究
資
金
の
確

保
及
び
競
争
的
資
金
の
獲
得
に
努
め
る

と
と
も
に
「
知
を
創
り
、
地
域
に
生
き
、

世
界
に
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当期総利益・目的積立金の推移
当期総利益 （     うち目的積立金）

　国立大学法人は、原則として企業会計に基づき会計処理を行いますが、公共的な性格を有している
こと、利益の獲得を目的としないこと、独立採算制を前提としないこと、補助金（運営費交付金）を受けて
事業を実施する法人であることなどから、損益均衡の原理が会計制度の基本となっています。一方で、
経費の節減、自己収入の増加など経営努力を行った際には利益が生じることになり、当期総利益のうち
文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業年度以降への繰
越及び使用が可能となります。令和元事業年度は当期総利益が6.9億円生じており、うち1.8億円が目
的積立金として文部科学大臣の承認を受けようとする額となります。
　この目的積立金は、徳島大学の中期計画で定めた使途に充てることができ、「決算において剰余金
が発生した場合は、教育研究等の質の向上及び組織運営の改善に充てる」と定めています。

【目的積立金の概略】
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令和元事業年度における教育・研究活動等の取組

【最先端の光科学研究を行う
ポストLEDフォトニクス研究所を新設】

令和元事業年度 支出額 約6.6億円
　平成31年3月、徳島大学は最先端の光科学研究に取り組むため、「ポ
ストLEDフォトニクス研究所（pLED）」を新設し、令和元年10月には徳島
大学常三島けやきホールにおいて開所記念式典とキックオフセミナーを
挙行しました。
　pLEDでは、次世代の光として期待される「深紫外」「赤外」「テラヘル
ツ」という目に見えない領域に照準を合わせた実用的な光源開発と応用
開拓、また、医学と光科学の異分野融合研究による新しい医療手法の開
発に取り組んでいます。
　徳島大学が伝統的に強みを有する光科学研究をさらに発展させるとと
もに、平成30年度から開始した内閣府「地方大学・地域産業創生交付
金」に事業採択された徳島県「次世代“光”創出・応用による産業振興・若
者雇用創出計画」の中核機関として、超高齢化が進み、人口減少が進む
徳島の課題解決のため、光科学を基盤とした様々な研究開発・産業振興
に貢献してまいります。

【生物資源産業学部の石井農場に先端畜産システム
開発施設が完成】

令和元事業年度 支出額 約1.1億円
　国内有数のプロバイオティクスメーカーであるミヤリサン製薬株式会社
より、生物資源産業学部農場に「先端畜産システム開発施設」をご寄
附いただき、令和2年2月に完成記念式典を行いました。
　この施設を活用して、アニマルウェルフェア（動物福祉）に配慮した次世
代型畜産システムの研究や実証実験等が行われ、生産性やブランド力
の高い畜産経営モデル構築事業の推進を行います。また、生物資源産
業学部農場と徳島県立農林水産総合技術支援センターを中核として
形成する「アグリサイエンスゾーン」での教育・研究活動を活性化させ、次
世代の畜産や6次産業化人材の育成等を行い、徳島県の畜産の成長
産業化及び関連産業の振興に取り組んでまいります。
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